様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

[bookmark: _GoBack]申請年月日　 2024年 2月 21日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな かぶしきがいしゃ　ひゃくごぎんこう       
一般事業主の氏名又は名称   株式会社　百五銀行
（ふりがな） すぎうら　まさかず        
（法人の場合）代表者の氏名  杉浦　雅和   印   
住所　〒514-8666
三重県津市岩田21番27号
法人番号　5190001000892　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①統合報告書（2022年本編）
②統合報告書（2023年本編）

	公表日
	①2022年 7月 28日
②2023年 7月 31日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	①ウェブサイトに記載（PDFファイルP11～18、P33～34）
https://www.hyakugo.co.jp/ir/disclosure/pdf/2022-01.pdf
②ウェブサイトに記載（PDFファイルP11～18）
https://www.hyakugo.co.jp/ir/disclosure/pdf/2023-10.pdf

	記載内容抜粋
	デジタル化の加速により銀行の役割も大きく変化する中、地域に頼りにされる銀行であり続けるために、2022年4月中期経営計画「KAI-KAKU150 2ndSTAGE『未来へのとびらⅡ』～グリーン＆コンサルバンクグループをめざして～を策定。1st STAGE「デジタル＆コンサルティングバンク」にて築き上げた土台をジャンプボードとして、グリーンへの取組強化、デジタルとコンサルへの取組みの深化によって、新たな価値を創造し、地域に頼りにされる銀行であり続けることを公表している。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	中期経営計画については2021年12月24日に開催された取締役会において承認されており、統合報告書はその内容に基づき作成・公開されている。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①統合報告書（2023年本編）
②ニュースリリース（HP）

	公表日
	①2023年　7月 31日
②2022年  3月  4日(組織改定)
　2023年  5月 30日（BIPROGYとの協業）
　2023年 10月 11日（販売事例①）
　2023年 11月  8日（販売事例②）

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ウェブサイトに記載（PDFファイルP18～20 P22 P37～38）
https://www.hyakugo.co.jp/ir/disclosure/pdf/2023-10.pdf
ウェブサイトに記載　ニュースリリース（組織改定）
https://www.hyakugo.co.jp/news/pdf/20220304_01.pdf
ウェブサイトに記載　ニュースリリース（BIPROGYとの協業）
https://www.hyakugo.co.jp/news/pdf/20230530_01.pdf
ウェブサイトに記載　ニュースリリース（他行販売事例①）
https://www.hyakugo.co.jp/news/pdf/20231011_01.pdf
ウェブサイトに記載　ニュースリリース（他行販売事例②）
https://www.hyakugo.co.jp/news/pdf/20231108_01.pdf

	記載内容抜粋
	・中期経営計画は5つの基本方針と11の施策で構成。DX分野として「チャネル戦略」「IT戦略」を掲げ、スマホバンキングにおける非来店サービスの拡充・他金融機関へのアプリ販売、デジタルプラットフォーム構築・データ利活用による業務効率化、営業力強化により、新たな顧客価値の提供や生産性の向上をめざす。
・IT・データ利活用に関するマインドを醸成するため「デジタルリスキリング」「データ利活用中期トレーニー」等を開催し、「データドリブン」な思考を広めていくことをめざしている。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	・中期経営計画については2021年12月24日に開催された取締役会において承認されており、統合報告書はその内容に基づき作成・公開されている。
・経営企画部IT戦略課、営業開発部決済・スマホバンキング課の新設をはじめとした組織の改定については、 　　2022年2月25日に開催された取締役会にて承認されている。
・BIPROGYとの協業については2023年4月20日に開催された経営会議にて承認されている。なお、経営会議は常勤取締役をもって構成され、取締役会で決定した基本方針に基づき、業務の執行に関する重要事項を審議し、執行の決定を行っている。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	統合報告書2023年本編（P22、P37～38）
ニュースリリース（組織改定）
ニュースリリース（BIPROGYとの協業）
ニュースリリース（他行販売事例①）
ニュースリリース（他行販売事例②）

	記載内容抜粋
	・経営企画部内にIT戦略課を新設（2022年4月より）。経営企画部IT戦略課が主となり行内横断的なIT戦略企画・データ利活用推進を行っている。スマホバンキングに関しては同時に新設された営業開発部決済・スマホバンキング課にて機能拡充・キャッシュレス推進に取り組んでいる。
・デジタル人材の育成として2021年度にはアプリ開発の体験型研修、2022年度にはデータ利活用を学ぶトレーニーやAI・プログラミングにチェレンジする研修を開催。体験を通じた実践型の研修によりスキル習得に注力するとともにデジタル人材発掘に努めている。知識面では「ITパスポート」について中期経営計画にて500名の合格に向け支援を行うほか、IT、データ活用を学ぶ「デジタルリスキリング」「データ利活用トレーニー」を開催し、デジタルリテラシーの向上を図っている。
・外部組織との協業として、スマホバンキングアプリで得られたノウハウをもとに構築支援を行ったBIPROGY株式会社協力のもと他金融機関に向けてBIPROGYバンキングアプリ販売を開始、現在2行で採用が決定している。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	統合報告書2023年本編（P19～20、P37～38）


	記載内容抜粋
	・2023年1月にタレントマネジメントシステムを導入。行員の取得資格、パフォーマンス、希望する部署などのデータを集約・蓄積し、人材ポートフォリオの構築を進めている。今後はデータをベースに行員の能力や希望を踏まえて適切な配置を行うとともに、AIを活用し、カウンセリングの必要性が高い行員を事前に検知するといった取り組みも検討している。
・行内に散在するさまざまなシステム・データを可能な限り一元化できるようシステム基盤の整備を進めている（デジタルプラットフォーム）。「誰もが」「いつでも」「簡単に」活用できるデジタルプラットフォームを構築することで、営業力の向上や、業務効率化、人材育成に役立てていく。
・2019年11月にサービス開始をしたスマホバンキングは機能追加、UI・UXの改善を加えながら、環境整備を行っている。2023年4月には20万口座を突破し、2025年3月までに累計30万口座を計画している。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	インフォメーション・ミーティング資料
（中期経営計画KAI-KAKU150 2ndSTAGE「未来へのとびらⅡ」）


	公表日
	　　2023年 11月　30日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ウェブサイトに記載（PDFファイル P22、P35、P36、P38、P39）
https://www.hyakugo.co.jp/ir/ir-presentation/pdf/33im-00.pdf


	記載内容抜粋
	2025年3月の中期経営計画終了時点で以下の目標を掲げている。
・スマホアプリ「百五銀行スマホバンキング」の利用者となる通帳レス口座数の指標として、リテールメイン口座の50％にあたる30万口座を目標としている。
・個人のお客さまの取引が「店舗」から「スマホバンキング」にシフトしていることから、スマホバンキングの普及に合わせた店舗の効率化による経費削減等により、中期経営計画最終年度における目標として当期純利益（150億円以上）、ROE（3.5％以上）、OHR（67％未満）等を掲げている。
・デジタル人材の育成のためITパスポート合格者500人を目指し、各種サポートを実施している。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　2023年 11月 30日


	発信方法
	インフォメーション・ミーティング資料のウェブサイトでの公開
①資料
https://www.hyakugo.co.jp/ir/ir-presentation/pdf/33im-00.pdf

②音声配信
https://webcast.net-ir.ne.jp/83682311/index.html

なお、インフォメーション・ミーティングは半年毎に開催しており、資料は全てウェブサイトで公開しているほか、直近の説明会の模様については音声配信も実施しています。

	発信内容
	杉浦頭取から、中期経営計画の進捗状況について、①スマホアプリ「百五銀行スマホバンキング」の利用者拡大の状況・アプリ外販や②デジタル人材の育成について、人材情報基盤の整理について説明を実施。（①27分56秒～ 　②29分25秒）




　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　2023年 12月

	実施内容
	IPAの「DX推進指標」による自己分析を行い、自己診断結果を添付



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2023年4月頃　～　継続実施中
（年度計画として継続的に実施）

	実施内容
	・外部監査として、金融商品取引法に基づくIT全般統制を監査法人にて実施。ITにかかる全般統制の整備状況と運用状況に関する評価を毎年実施。
・毎年「CSIRT活動計画」を策定し、有事における対応手続の整備、情報収集、サイバー演習・標的型攻撃メール訓練、人材育成、外部委託先に関する導入時のリスク評価と導入後のモニタリング評価等を継続的に実施している。
・セキュリティ専門ベンダーによるセキュリティ診断を定期的に実施し、検出した脆弱性への対策を実施。





（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。


